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○阪南市企業誘致促進条例 

平成１４年３月２９日 

条例第４号 

注 平成２１年３月３１日条例第９号から条文注記入る。  

改正 平成１５年６月１３日条例第１８号 

平成１７年３月３１日条例第８号 

平成１８年３月３１日条例第１２号 

平成２１年３月３１日条例第９号 

平成２４年３月２９日条例第１２号 

平成２７年３月２７日条例第１５号 

平成３０年３月２７日条例第７号 

令和２年１２月２２日条例第３７号 

（目的） 

第１条 この条例は、市の誘致地域において奨励措置を講じて企業等の

立地を促進させ、産業の振興及び経済の活性化を図り、もって市民生

活の向上に資することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

(1) 企業等 事業を営む法人及び個人をいう。 

(2) 誘致地域 新住宅市街地開発事業地（阪南スカイタウンをいう。）

のうち、市長が指定し、告示する地域をいう。  

(3) 新規市内常用雇用者 企業等の誘致地域における操業の開始に

伴い、当該企業等と常用雇用者として新たに雇用契約を締結した者

であって、次に掲げる要件の全てを満たすものをいう。  

ア 当該企業等に採用された日において市内に引き続き６月以上住

所を有している者であること。 

イ 当該雇用契約に雇用期間の定めがない者であること。  
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ウ 当該企業等に採用された日から遅滞なく、雇用保険法（昭和４

９年法律第１１６号）第７条の規定に基づく雇用保険の被保険者

となったことの届出を行い、同法第９条第１項の確認を受けてい

る者であること。 

(4) 奨励措置 前条の目的を達成するため、誘致地域において企業等

が自己の事業を営むことに対し市長が奨励金を交付することをいう。 

(5) 指定企業 奨励措置を講ずる企業等として市長が指定したもの

をいう。 

(6) 基準日 指定企業が誘致地域で操業を開始した日（第１０条第１

項又は第２項に規定する奨励措置の承継の承認を受けた場合にあっ

ては、承継（承継が２回以上行われる場合にあっては、最初の承継）

前に当該奨励措置を受けていた指定企業が誘致地域で操業を開始し

た日）から３年を経過した日をいう。 

（平２４条例１２・一部改正） 

（対象企業） 

第３条 奨励措置を受けることができる企業等は、誘致地域において次

の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 敷地面積が１，０００平方メートル以上の土地（一団の土地とし

て規則で定める要件に該当するものに限る。）の所有権を取得し、

又は当該土地につき阪南スカイタウン事業者用定期借地権設定契約

を締結した企業等で当該土地において自己の事業を営み、又はその

予定であるものであること。 

(2) 新住宅市街地開発法（昭和３８年法律第１３４号）、建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）等の関係法令に違反しないこと。  

(3) 情報産業若しくは研究開発型企業等又は市長が特に認めるもの

であること。 

（平２４条例１２・一部改正） 

（指定企業の指定） 
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第４条 奨励措置を受けようとする企業等は、規則の定めるところによ

り市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請の内容を

審査し、適当と認めたときは、指定企業として指定する。  

３ 前項の指定は、条件を付することができる。 

（平２４条例１２・一部改正） 

（奨励金の交付） 

第５条 市長は、指定企業に対し、阪南市企業立地促進奨励金（以下「立

地奨励金」という。）及び阪南市雇用促進奨励金（以下「雇用奨励金」

という。）を交付することができる。 

（平２４条例１２・一部改正） 

（立地奨励金の額） 

第６条 立地奨励金の額は、一の年度につき、指定企業が誘致地域にお

いて自己の事業を営むために取得し、若しくは借り受けた土地又は当

該土地に建設した家屋（以下「対象不動産」と総称する。）について、

次の各号に掲げる種別に応じ、当該各号に定める額の合計額とする。

ただし、その合計額に１，０００円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた額とする。 

(1) 取得した土地 当該土地の面積に１平方メートル当たり５００

円を乗じて得た額。ただし、その額が前年度に指定企業が支払った

当該土地に係る固定資産税の年税額に相当する額を超えるときは、

当該固定資産税の年税額に相当する額を限度とする。  

(2) 借り受けた土地 当該土地の面積に１平方メートル当たり５０

０円を乗じて得た額。ただし、その額が当該土地に係る前年度に大

阪府から交付された国有資産等所在市町村交付金（以下「市町村交

付金」という。）に相当する額を超えるときは、当該市町村交付金

に相当する額を限度とする。 

(3) 建設した家屋 当該家屋の建築延床面積に１平方メートル当た
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り５００円を乗じて得た額。ただし、その額が前年度に指定企業が

支払った当該家屋に係る固定資産税の年税額に相当する額を超える

ときは、当該固定資産税の年税額に相当する額を限度とする。  

２ 一の年度につき前項第１号及び第２号のいずれにも該当することと

なる土地に係る当該年度における同項の規定の適用については、同項

第１号又は第２号に定める額のいずれか大きい額として同項の規定を

適用する。 

（平２４条例１２・一部改正） 

（立地奨励金の交付期間） 

第７条 立地奨励金の交付期間は、対象不動産ごとに当該対象不動産に

対し固定資産税が賦課され、又は指定企業の当該対象不動産の使用に

関し市に市町村交付金が交付された最初の年度の翌年度から５年間と

する。 

２ 対象不動産である土地について、前項の規定による立地奨励金の交

付期間中に前条第１項第１号又は第２号に掲げる種別の変更があった

場合の当該土地に係る立地奨励金の交付期間は、当該変更前に決定し

た立地奨励金の交付期間の初年度から５年間とする。  

３ 指定企業が誘致地域において自己の事業を営むため、次に掲げる行

為を行った場合における新たに生じた対象不動産に係る第１項の規定

の適用については、同項中「対象不動産」とあるのは、「新たに生じ

た対象不動産」とする。 

(1) 既に取得した土地又は締結した阪南スカイタウン事業者用定期

借地権設定契約に加えて、新たに土地を取得し、又は阪南スカイタ

ウン事業者用定期借地権設定契約を締結すること。  

(2) 対象不動産である土地に家屋を新たに建設すること。  

（平２４条例１２・一部改正） 

（雇用奨励金） 

第８条 雇用奨励金は、基準日において１０人以上の常用雇用者を雇用
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している場合に、１回に限り交付することができる。 

２ 雇用奨励金の額は、基準日において引き続き６月以上雇用されてい

る新規市内常用雇用者の人数に２０万円を乗じて得た額とする。ただ

し、その額が１，０００万円を超えるときは、１，０００万円を限度

とする。 

（平２４条例１２・一部改正） 

（遵守義務） 

第９条 指定企業は、土地の取得又は阪南スカイタウン事業者用定期借

地権設定契約締結後１年以内にその土地を敷地として家屋の建設に着

手しなければならない。 

２ 指定企業は、土地の取得又は阪南スカイタウン事業者用定期借地権

設定契約締結後３年以内に操業を開始し、かつ、操業開始後７年以上

継続して操業しなければならない。 

３ 指定企業は、良好な環境を損なうことのないよう常に配慮するとと

もに、必要な対策及び措置を講じなければならない。  

（平２４条例１２・一部改正） 

（奨励措置の承継） 

第１０条 指定企業に事業譲渡、合併、会社分割その他の自己の事業に

ついての承継があったときは、当該事業の承継者は、規則で定めると

ころによりあらかじめ市長にその旨を申請し、市長の事前の承認を受

けることにより引き続き奨励措置を受けることができる。  

２ 指定企業に相続があった場合において相続人が承継者として当該事

業を継続するときは、当該相続人は、規則で定めるところにより市長

にその旨を申請し、市長の承認を受けることにより引き続き奨励措置

を受けることができる。 

３ 前項の場合において、奨励措置の承継を市長が承認したときは、当

該承認は、相続の開始の日に遡ってその効力を生ずる。  

４ 第４条第３項の規定は、第１項及び第２項の承認について準用する。 
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（平２４条例１２・一部改正） 

（報告及び調査等） 

第１１条 市長は、指定企業の指定又は立地奨励金若しくは雇用奨励金

（以下これらを「奨励金」と総称する。）の交付の決定に関し必要が

あると認めるときは、第４条第１項の規定による指定企業の指定に係

る申請をした企業等及び指定企業に対して必要な報告を求め、又は職

員にその事務所等に立ち入り、書類等を調査させることができる。  

２ 市長は、前項の規定に基づく報告又は調査により必要があると認め

るときは、指定企業に対し是正措置を命ずることができる。  

（平２１条例９・平２４条例１２・一部改正）  

（指定等の取消し） 

第１２条 市長は、指定企業が次の各号のいずれかに該当するときは、

指定企業の指定又は奨励金の交付の決定を取り消すことができる。 

(1) 第３条第１号又は第３号に該当しなくなったとき。  

(2) 第４条第１項の規定による指定企業の指定に係る申請に関し虚

偽の申請その他不正の申請を行ったとき。 

(3) 第４条第３項（第１０条第４項において準用する場合を含む。）

の規定により指定企業の指定に条件が付された場合において当該条

件を遵守しなかったとき。 

(4) 虚偽の申請その他不正の手段により奨励措置を受けようとし、又

は受けたとき。 

(5) 第９条に規定する遵守義務に違反したとき。 

(6) 第１０条第１項又は第２項に規定する市長の承認を得ることを

怠ったとき。 

(7) 前条第２項の規定による命令に従わないとき。  

(8) 前各号に掲げるもののほか、関係法令又はこの条例若しくはこの

条例に基づく規則に違反する行為があったとき。  

２ 前項の規定により指定企業の指定を取り消そうとする場合に行う意
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見陳述のための手続は、阪南市行政手続条例（平成１３年阪南市条例

第２３号）第１３条第１項の規定にかかわらず、弁明の機会の付与と

する。この場合における同条例第３章第３節の規定の適用については、

同条例第２７条第１項中「、行政庁が口頭ですることを認めたときを

除き、弁明」とあるのは「、弁明」と、同条例第２８条中「（口頭に

よる弁明の機会の付与を行う場合には、その日時）までに相当な期間」

とあるのは「までに１月の期間」とする。 

（平２４条例１２・一部改正） 

（奨励金の返還） 

第１３条 市長は、前条第１項の規定により奨励金の交付の決定を取り

消した場合において、当該取消しに係る部分に関し既に奨励金が交付

されているときは、期限を定めて、その返還を命じることができる。  

２ 前項の規定により奨励金の返還の命令を受けた指定企業で定められ

た期日までに奨励金を返還しないものは、当該未返還の金額に、返還

期日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、年１４．６パーセ

ント（当該返還期日の翌日から１月を経過するまでの期間については、

年７．３パーセント）の割合を乗じて得た金額に相当する延滞金を加

算して納付しなければならない。 

（平２４条例１２・追加） 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し、必要

な事項は、規則で定める。 

（平２４条例１２・旧第１３条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年４月１日から施行する。  

（この条例の失効） 

２ この条例は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、
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この条例の失効前に指定を受けた企業等に係る奨励措置については、

この条例（令和３年４月１日以後新たに第７条第３項各号に掲げる行

為を行った場合を除く。）は、なおその効力を有する。  

（平２１条例９・平２４条例１２・平２７条例１５・平３０条

例７・令２条例３７・一部改正） 

附 則（平成１５年６月１３日条例第１８号） 

この条例は、平成１５年７月１日から施行する。  

附 則（平成１７年３月３１日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３１日条例第１２号） 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日条例第９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２９日条例第１２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１０条の規定は、この条例の施行の日以後に行われる指

定企業の事業譲渡、合併、会社分割その他の自己の事業についての承

継又は相続によってされる奨励措置の承継について適用し、同日前に

行われた指定企業の事業譲渡、合併、会社分割その他の自己の事業に

ついての承継又は相続によってされる奨励措置の承継については、な

お従前の例による。 

附 則（平成２７年３月２７日条例第１５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２７日条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２２日条例第３７号） 
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この条例は、公布の日から施行する。 

 


